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割賦販売契約約款 

 

第１条 （契約の適用及び契約内容） 

楽天モバイル株式会社（以下「当社」といいます）は、当社が指定する携帯電話機、その付属品およ

びその他の商品（以下併せて「対象商品」といいます）の販売にあたり、この割賦販売契約約款（以

下「本約款」といいます）を定めます。お客様は、本約款に規定する内容に従い、当社との間で対象

商品の割賦販売に係る契約（以下「本契約」といいます）を締結するものとします。 

 

第２条 （申込条件） 

１．お客様は、当社所定の申込書（以下「本申込書」といいます）に必要事項を記載のうえ、申し込みを

行うものとします。また、当社は、お客様に対し、申し込み手続きに必要な資料等の提出を求めるこ

とができるものとしお客様は当社から本申込書の他に申し込み手続きに必要な資料等の提出を求め

られた場合は、当社指定の期日までに当該資料等を提出しなければならないものとします。 

２．当社は、お客様が前項に規定する申込条件を満たさない場合、または以下のいずれかに該当する場合

もしくは該当するおそれがある場合、お客様からの本契約の申し込みを拒絶することができるもの

とします。 

（１） お客様が購入する対象商品に係る割賦金（各回ごとの商品代金の支払金額をいい、以下同様

とします）の合計額が当社の定める額に満たない場合 

（２） お客様が割賦金の支払いを現に怠り、または怠るおそれがある場合 

（３） お客様と当社との間で締結している割賦販売契約または個別信用購入あっせん契約の総数が

当社が定める基準を超えている場合 

（４） お客様が当社が提供する他のサービスに係る利用料金その他の債務の支払いを現に怠り、ま

たは怠るおそれがある場合 

（５） お客様が当社と契約を締結しているまたは締結していた他のサービスにかかる契約約款等に

違反したことがある場合 

（６） 楽天株式会社ならびにその子会社および関連会社の提供するサービスに関する契約約款等に

違反したことがある場合 

（７） 当社の業務遂行上支障がある場合 

 

第３条 （本契約の成立時点） 

本契約は、当社がお客様からの申し込みを承諾した旨を、お客様に通知した時点をもって成立するも

のとします。 

 

第４条 （商品の引渡しおよび所有権の移転） 

１．当社は、本契約成立後、対象商品を当社所定の方法によりお客様に引渡すものとし、対象商品の現実

の引渡しが完了した時に対象商品の所有権が当社からお客様に移転するものとします。 

２．お客様は、商品の所有権の移転前においては、当該商品を担保に供し、譲渡し、または転売すること

ができないものとします。 
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第５条 （割賦金の支払期日・支払方法） 

お客様は、割賦金を、本申込書記載の支払期日（以下「支払期日」といいます）までに、本申込書記

載の支払方法により、当社（第１３条（割賦債権の譲渡）の規定により債権譲渡を行った場合は、譲

渡先の第三者）に支払うものとします。 

 

第６条 （債務の履行の継続） 

お客様は、本契約に基づく債務の完済までに、お客様と当社との間で締結したその他のサービスの契

約約款等に基づく契約が解除された場合であっても、その原因のいかんにかかわらず、本契約に基づ

く債務の履行を継続するものとします。 

 

第７条 （期限の利益の喪失） 

１．お客様は、次のいずれかに該当する事由が生じた場合は、当然に本契約に基づく債務について期限の

利益を失い、直ちに債務を履行するものとします。 

（１） 支払期日に割賦金の支払いを遅滞し、２０日以上の相当な期間を定めてその支払いを書面で

催告されたにもかかわらず、その期間内に支払わなかった場合 

（２） 自ら振出した手形、小切手が不渡りになったときまたは一般の支払いを停止した場合 

（３） 差押、仮差押、保全差押、仮処分の申立てまたは滞納処分を受けた場合 

（４） 破産、民事再生、特別清算、会社更生その他裁判上の倒産処理手続の申立てを受けた場合ま

たは自らこれらの申立てをした場合 

（５） 対象商品の購入がお客様にとって商行為（業務提供誘引販売個人契約を除きます）となる場

合で、お客様が割賦金の支払いを 1 回でも遅滞した場合 

２．お客様は、次のいずれかに該当する事由が生じた場合は、当社（第１３条（割賦債権の譲渡）の規定

により債権譲渡を行った場合は、譲渡先の第三者）の請求により本契約に基づく債務について期限の

利益を失い、直ちに債務を履行するものとします。 

（１） 本契約上の義務に違反し、その違反が本契約の重大な違反になる場合 

（２） お客様が、当社と締結している本契約以外の割賦販売契約または個別信用購入あっせん契約

に基づく債務について、期限の利益を喪失した場合 

（３） 第１４条（反社会的勢力の排除）第３項の規定に該当する場合 

（４） その他お客様の信用状態が著しく悪化した場合 

 

第８条 （遅延損害金） 

１．お客様は、割賦金の支払いを遅延したときは、支払期日の翌日から支払日に至るまで、当該割賦金に

対し法定利率を乗じた額の遅延損害金を支払うものとします。 

２．お客様が、期限の利益を喪失したときは、期限の利益喪失の日から完済の日に至るまで、対象商品の

支払総額のうち未払部分の金額に対し法定利率を乗じた額の遅延損害金を支払うものとします。 

第９条 （費用等の負担） 

１．お客様は、当社に対する割賦金の支払いに関する手数料を当社が請求する場合には、これを負担する
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ものとします。 

２．お客様は、当社が請求する場合には、支払いを遅滞したことにより当社が金融機関に再度口座振替の

依頼をしたときは再振替手数料を、振込用紙を送付したときは振込用紙送付手数料を別に支払うも

のとします。 

３．お客様は、割賦金の支払遅滞等お客様の責に帰すべき事由により当社が訪問集金したときは、当社が

請求する場合には、訪問集金費用を別に支払うものとします。 

４．当社が、お客様に対して第７条第１項第１号に基づく書面による催告をしたときは、当社が請求する

場合には、お客様は当該催告に要した費用を負担するものとします。 

５．お客様が当社に支払う費用等について公租公課が課せられる場合、または、公租公課（消費税等を含

みます）が増額される場合は、当社が請求する場合には、お客様は当該公租公課相当額または当該増

額分を負担するものとします。 

 

第１０条 （届出事項の変更） 

１．お客様は、当社に届出た氏名・住所・連絡先等の変更をした場合は、速やかに当社に通知するものと

します。 

２．お客様は、前項の通知がないために、当社（第１３条（割賦債権の譲渡）の規定により債権譲渡から

の通知または送付書類等が延着または不到達となった場合には、通常到達すべき時に到達したもの

と当社がみなすことに同意するものとします。 

 

第１１条 （契約上の地位の譲渡） 

お客様は、あらかじめ当社の同意を得た場合を除き、本契約に係る契約上の地位を譲渡することはで

きないものとします。 

 

第１２条 （見本・カタログ等と現物の相違による売買契約の解除等） 

お客様は、見本・カタログ等により申し込みをした場合において、引渡された対象商品が見本・カタ

ログ等と相違している場合は、当社に対象商品の交換を申し出るかまたは本契約の解除ができるも

のとします。 

 

第１３条 （割賦債権の譲渡） 

１．お客様は、当社がお客様に対する本契約に基づく債権を第三者に譲渡することや第三者の担保に供

することにあらかじめ同意するものとします。当社および第三者は、当該債権を譲渡し、または担保

に供するにあたり、お客様への個別の通知または譲渡承認の請求を省略するものとします。 

２．お客様は、当社が前項の規定に基づき第三者に債権を譲渡または担保に供する場合において、当社が

お客様の氏名、住所および契約者識別番号等のお客様の契約者情報、ならびに金融機関の口座番号お

よびクレジットカード番号等のお客様の決済情報を当該第三者に提供することにあらかじめ同意す

るものとします。また、お客様は、当社が当該第三者から譲渡または担保に供したお客様に対する債

権に係る支払状況等の情報の提供を受けることにあらかじめ同意するものとします。 
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第１４条 （反社会的勢力の排除） 

１．お客様は、お客様が、現在、次のいずれにも該当しないこと、および将来にわたっても該当しないこ

とを確約するものとします。 

（１） 暴力団 

（２） 暴力団員及び暴力団員でなくなったときから 5 年を経過しない者 

（３） 暴力団準構成員 

（４） 暴力団関係企業 

（５） 総会屋等 

（６） 社会運動等標ぼうゴロ 

（７） 特殊知能暴力集団等 

（８） 前各号の共生者 

（９） その他前各号に準ずる者 

２．お客様は、自らまたは第三者をして次のいずれかに該当する行為を行わないことを確約するものと

します。 

（１） 暴力的な要求行為 

（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３） 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

（４） 風説を流し、偽計を用いまたは威力を用いて当社の信用を毀損し、または当社の業務を妨害

する行為 

（５） その他前各号に準ずる行為 

３．お客様が第１項もしくは第２項のいずれかに該当した場合、第１項もしくは第２項の規定に基づく

確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合、当社が行う本条に関する必要な調査に応じな

い場合、または当該調査に対して虚偽の回答をした場合のいずれかであって、本契約を締結するこ

と、または本契約を継続することが不適切であると当社が認める場合には、当社は、お客様との本契

約の締結を拒絶し、または本契約を催告なしに解除することができるものとします。本契約が解除さ

れた場合、お客様は、本契約に基づく債務について期限の利益を失い、直ちに債務を履行するものと

します。 

４．前項の規定の適用により、当社に損失、損害または費用（以下「損害等」といいます）が生じた場合

には、お客様は、これを賠償する責任を負うものとします。また、前項の規定の適用により、お客様

に損害等が生じた場合でも、お客様は、当該損害等について当社に何ら請求をしないものとします。 

 

第１５条 （個人情報の取扱い） 

当社は、本契約に係るお客様の個人情報の取扱いについて、「割賦販売・個別信用購入あっせん等に

おける個人情報の取扱いについて」を定め、これを当社のインターネットホームページ等において公

表しております。 

 

第１６条 （準拠法・合意管轄裁判所） 

１．本約款の成立、効力、履行、解釈に関する準拠法は日本法とします。 
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２．本約款およびこれに関連する取引により生ずる権利義務に関する訴訟は、東京地方裁判所を第一審

の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第１７条 （本約款の変更） 

当社は、本約款を変更することができるものとします。この場合、本契約の契約条件は変更後の本約

款によるものとします。 

 

 

以上 

 

制定日：２０２１年６月１日 

 


